
国際連合食糧農業機関 （FAO） によると、 世界の魚

介類需要量は 2013 〜 2015 年平均 1.5 億トンで、 2025

年には 1.8 億トン近くに達する見込みである。 このうち天

然の魚介類は年 9,000 万トン程度で一定に推移するた

め拡大は見込めず、 今後の魚介類需要を満たせるかは

水産養殖にかかっている。 養魚飼料原料は、 カタクチイ

ワシなどの魚を乾燥して粉砕した魚粉が使われてきたが、

魚粉の供給不足が懸念されており、 2025 年に 120 万～

160 万トンの魚粉代替飼料原料が必要といわれている。

このような状況下で求められている魚粉代替飼料原料の

現状と今後の事業機会や課題について述べる。

魚粉代替飼料原料の現状と課題
魚粉はタンパク質含有量が 60％以上と高く、 アミノ酸

組成に優れていることから、 養魚飼料として重宝されてき

た。 しかし、 2000 年に 700 万トンあった魚粉生産量は、

2010 年に入ってからは 450 万トン前後で推移している。

また、 世界第 1 位の魚粉生産量を誇るペルーでは資源

保護と価格安定を目的に漁獲調整をしており、 魚粉の増

産は期待できない。 魚粉は 1,200 ～ 1,500 ドル / トンと

高価であり、 魚介類生産コストに占める飼料コストの割合

を高めていることも問題である。

このため、 魚粉代替飼料原料の開発が必要である。

現在使用されている主な魚粉代替飼料原料は、 図表 1

に示すとおり植物性と動物性がある。 魚粉代替飼料原料

を検討する際には、 ①安全性、 ②嗜好性、 ③栄養価、

④価格、 ⑤供給量、 ⑥社会的受容の 6 点が重要な検

討項目となる。

植物性原料は、 北 ・ 南米などで大規模生産されてい

る大豆、 トウモロコシ、 菜種などを加工する過程で生産

される副産物を利用するのがほとんどである。 大豆油粕

の価格は 300 ～ 450 ドル / トンと魚粉よりも安価である。

価格や供給量の観点から利用価値が高く、 サーモンな

どの飼料原料として多用されている。 しかし、 植物性原

料は、安全性、嗜好性、栄養価の観点から十分ではない。

植物性原料には、 魚介類の健康を損なう物質が含まれ

ることが多く、この物質を除去する必要がある。 嗜好性は、

魚種によって異なるが、 旨み成分の添加が必要となる場

合がある。 栄養価については必須アミノ酸が特に重要と

なるが、油粕は必須アミノ酸組成が不十分で、メチオニン、

リジン、 トリプトファンが不足することが多い。 これらの理

由から、 植物性原料は一定量のみしか飼料に配合する

ことができず、 ほかの原料が必要となる。

ほかの飼料原料として動物性原料が使われている。

食肉工場などの副産物の肉粉 ・ 肉骨粉などが挙げられ

る。 アミノ酸組成が優れているものが多いが、 副産物の

発生場所は限定されるため供給量に限界がある。 また、

腐敗や細菌汚染への対応など安全性の確保にも注意が

必要である。 さらに、 狂牛病の影響で一時的に使用が

禁止されていた牛肉骨粉については社会的受容に注意

が必要である。

現在使用されている魚粉代替飼料原料には一長一短

があり、 これらだけでは今後の養魚飼料需要を満たすこ

とはできない。 このため、 新たな魚粉代替飼料原料の開

発が求められている。  

注目すべき新たな魚粉代替飼料原料 
新たな魚粉代替飼料原料で開発が進んでいるものに

微細藻類、 昆虫、 単細胞タンパク質がある （図表 2）。

これらは、 安全性、 嗜好性、 栄養価の観点から利点が

あるが、 価格と供給量の観点から大規模な事業として成

立していない。 しかし、 昆虫と単細胞タンパク質につい

ては、 価格と供給量の問題解決に向けて動き出しており

以下で詳述する。 なお、 微細藻類は、 化粧品、 機能性

食品など高付加価値製品用途の開発が優先されており、

養魚飼料用途の開発はこれからである。 しかし、 良質な

脂肪酸を豊富に含んでいるという特長があり、 長期的観

点で注目すべきである。

（1） 昆虫

養魚飼料用に開発されている主な昆虫は、 アメリカミ

ズアブの幼虫 （BSFL ： Black Soldier Fly Larvae） やミー

ルワーム （ゴミムシダマシ科の甲虫の幼虫の総称） など

である。 BSFL は、 病原菌を媒介することがなく安全であ

る。 さらに、 魚介類の嗜好性が高く、 タンパク質含有量

も高い。 FAO の報告書によるとニジマスの養殖の場合、

魚粉の 25％を BSFL への代替が可能としている。 このた

め、 新たな魚粉代替飼料原料として期待されているが、

これまでは BSFL の大規模飼育技術が確立されていな

かった。 このようななかでオランダの Protix や米バイオ

企業の Intrexon などが大規模化の計画を発表している。

オランダの研究機関 Wageningen UR によると BSFL の価

格は、2,000ドル/トンと魚粉よりも高いが、大規模化によっ

て価格を下げることを目指している。 Protix は、 食品加

工技術を有するスイス Bühler と中国に合弁会社を 2017

年 1 月に設立した。 既に 300 トン / 年の飼育実績がある

が、2.5 万トン / 年以上の規模まで拡大する予定だ。また、

Intrexon は、 2016 年 2 月に 300 トン / 年の BSFL の飼

育技術を有する米 EnvrioFlight の買収を発表後、 米国

の飼料メーカーの Darling Ingredients と BSFL の大規模

飼育技術を確立するために合弁会社を設立した。 規模

は明らかとなっていないが、 近いうちに商業規模のプラ

ントを建設開始予定である。

大規模飼育技術は確立されつつあるが、 事業拡大の

課題は BSFL の餌の調達である。 餌はアルコール発酵

残渣、 製菓工場副産物、 食肉加工場副産物など多様
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養魚飼料原料の多様化が
創出する新たな事業機会と課題

な食品副産物を利用できるが、 必要量は BSFL の重量

の 2 倍程度である。 このため、 人口増加や経済成長が

著しく、 食品副産物の発生量の増加が予想され、 また、

魚介類の生産量が多い中国、インド、インドネシアなどが、

昆虫を用いた新たな魚粉代替飼料原料開発に適してい

る地域といえる。 また、 持続可能な取り組みに熱心な欧

州では 2016 年 12 月に昆虫の養魚飼料原料としての利

用を承認しており、 政策面から昆虫の飼料としての利用

を推進している。 これらの地域では、 飼料メーカーや養

殖業者に加えて、 食品 ・ 飲料メーカーなどと連携してい

る企業にこの分野での事業機会があるといえる。

（2） 単細胞タンパク質

単細胞タンパク質は、酵母やバクテリアといった単細胞

生物を培養して増殖させた細胞そのものを飼料として利

用しようとするものである。天然の単細胞生物では安全性、

嗜好性、栄養価が不十分なものでも、育種によって改良

できる。 価格と供給量の観点から課題があったが、米国

で安価に入手できる天然ガスに含まれるメタンを利用した

単細胞タンパク質の大規模生産に向けた動きがある。

米国のバイオ新興企業の Calysta は、 メタンを餌とす

るバクテリアを用いて単細胞タンパク質の大規模生産を

目指している。 2018 年末までに 2 万トン / 年の生産規

模のプラントを稼働し、 将来的に 20 万トン / 年規模に拡

大する計画である。 米穀物メジャーの Cargill がこの取り

組みを支援している。Cargill は、2015 年 8 月にノルウェー

のサケ養殖用飼料メーカー EWOS を 13.5 億ユーロで買

収するなど養魚飼料事業拡大を目指している。 Cargill

が支援するのは、 多様な養魚飼料原料のポートフォリオ

の構築を狙ってのものであろう。 Calysta によると、 魚粉

に比べて価格競争力があり、 消費期限は 1 年間と長い。

天然ガスの価格が 10 ドル /mmBTU まで上がっても魚粉

よりも安くなるだろうとのことであり、 3 ドル /mmBTU 程度

と天然ガス価格の安い米国での事業展開は理に適って

いる。 バクテリアを培養する際、 プラントエンジニアリン

グ力も求められるが、 Calysta は実績のあるノルウェーの

図表1.  現在使用されている主な魚粉代替飼料原料の特徴
種類 長所 留意点

植
物
性
飼
料
原
料

・ 大豆油粕 ： 油を抽出した大豆を加熱乾燥したもの。
・ 濃縮大豆タンパク質 ： 脱皮した大豆を脱脂後、

糖類、 イソフラボンなどを除去したもの。
・ コーングルテンミール ： トウモロコシからデンプン

を生産する工程で発生する副産物。
・ トウモロコシ蒸留粕 ： トウモロコシを原料としてアル

コールを生産する際の副産物。
・ ナタネ油粕 ： ナタネから油を抽出した際の副産物。

・ 濃縮大豆タンパク質を除い
て魚粉よりも安価である。

・ 大規模生産されている作物
の加工過程の副産物であり
供給量が大きい。

・ 濃縮大豆タンパク質やコー
ングルテンミールはタンパ
ク質含有量が高い。

・ 魚介類の健康に悪影響のある物質への対応
が必要。

・ 魚種によっては旨み成分である遊離アミノ酸な
どの添加が必要。

・ 油粕はタンパク質含有量が低い。
・ 大豆はメチオニンが、トウモロコシはリジンとトリ

プトファンが不足するなどアミノ酸組成が不十分。
・ 濃縮大豆タンパク質は食品用途と競合。
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・ 肉粉 ・ 肉骨粉 ： 牛、 豚、 鶏などの食肉処理の過
程で得られる可食部分を除いた内臓や皮、 骨を特
定危険部位除去 ・ 加熱処理後、 粉砕したもの。

・ フェザーミール ： 鶏の羽毛を高圧加熱処理後、
乾燥 ・ 粉砕したもの。

・ 血粉 ： 鶏の血液を乾燥 ・ 粉末化したもの。

・ タンパク質含有量が高い。
・ 安価に入手が可能。
・ 資源の有効活用が可能。

・ 脂肪の腐敗や細菌汚染などへの対応が必要。
・ フェザーミールはメチオニンやリジンが少ない。
・ 食品副産物であるため、 供給量が限定される。
・一部消費者・養殖業者に心理的抵抗感がある。

図表2.  新たな魚粉代替飼料原料の特徴と主なプレーヤー
原料 概要 長所 留意点 主なプレーヤー

微細藻類

微細藻類をオープンポンドや
閉鎖系リアクタで培養し、 養魚
飼料原料として利用する。

・ 安全性、 嗜好性、 栄養価
を育種によって改良可能。

・ 良質な脂肪酸を豊富に含
む。

・ 化粧品、 医薬品、 機能性食品など
高付加価値製品生産のための開発
が優先され、 低コスト化 ・ 大規模生
産は注力されていない。

（ノルウェー） Nofi ma
（蘭） Algae Food & Fuel
（米） Heliae

昆虫

アメリカミズアブの幼虫、 ミー
ルワーム、 コオロギ、 イエバ
エなどを飼育して養魚飼料原
料として利用する。

・ 嗜好性の高いものが多い。
・ アミノ酸組成が良い。
・ 食品副産物の有効利用が

可能。

・ 価格が魚粉の 2 倍程度と高価。
・ 大規模飼育の実績がない。
・ 日本では一部消費者 ・ 養殖業者に

心理的抵抗感がある。

（蘭） Protix
（米） Intrexon
（南ア）　AgriProtein
（加） Enterra Feed
（仏） Ynsect

単細胞
タンパク質

酵母やバクテリアなどの単細
胞生物を発酵槽で培養し、 養
魚飼料原料として利用する。

・ 安全性、 嗜好性、 栄養価
を育種によって改良可能。

・ 大規模培養の実績がほとんどない。
・ 大規模培養にはプラントエンジアリン

グの知見が必要。

（米） Calysta
（デンマーク） Unibio
（米） White Dog Labs

BioProtein を 2014 年に買収し、 大規模生産に必要な要

素技術をそろえたのである。 デンマークの Unibio や米

国の White Dog Labs も類似技術を有するが、 飼料メー

カーや養殖業者とのネットワーク、 安価な天然ガスの調

達、 プラントエンジニアリング力といったことが事業成功

の鍵となる。

今後の養魚飼料事業機会と課題 
これまでは魚粉の安定調達が養魚飼料事業におい

て最重要であった。 しかし、 今後養魚飼料メーカーは、

多様な養魚飼料原料を選択肢として使いこなし、 養殖業

者の需要を満たせることが競争力の維持強化のために

求められるだろう。 また、 新たな魚粉代替飼料向けの原

料開発において新規事業参入機会が生まれる。 上述の

とおり昆虫や、 メタンを原料とした単細胞タンパク質の生

産が有望な新たな魚粉代替飼料原料であるが、 現段階

で発表されている生産規模では 2025 年の魚粉の不足

分を賄うことはできない。 これらのさらなる供給量拡大や

価格低減のための技術改良に加えて、 微細藻類や、 ほ

かの種類の微生物による単細胞タンパク質の生産技術

など新たな技術開発の重要性も今後さらに増すだろう。

新たな魚粉代替飼料原料の生産段階においては、 異

業種にも事業機会が生まれる。 昆虫の例では食品 ・ 飲

料メーカー、 単細胞タンパク質の例ではシェールガス事

業者やエンジニア会社との連携が事業成功の鍵となる。

これまで全く飼料と関係なかった業種を巻き込むことによ

り、 新たな産業が創出されていくだろう。

新たな事業機会が創出されていくが、 養魚飼料原料

は、 地域によって生産するのに向き ・ 不向きがあること

に注意が必要である。 例えば、 既存の魚粉代替飼料原

料や昆虫は、 食品副産物発生場所近くで生産する必要

があるし、 メタンを用いた単細胞タンパク質の生産では

安価なシェールガスが調達可能な場所で生産すべきで

ある。 事業の対象地域において安定調達可能な資源が

何であるかを把握した上で、 地域特性に応じた魚粉代

替飼料原料の生産を行うべきであろう。
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